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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本・韓国・シンガポール等を対象に、学術的・政策的課題である、少子
化の特徴およびその背景要因を理論的・実証的に研究した。研究の結果、次の3点が明らかになった。第一に、
これらアジア諸国では、同棲や婚外子が少ないために、未婚化が少子化に直結している。未婚化・少子化の背景
には、雇用状況、高学歴化と教育コストの増大、仕事と子育ての両立難等がある。第二に、グローバル化・サー
ビス経済化・高学歴化のために、特に日本と韓国では、若年雇用が悪化して、それが未婚化をすすめている。第
三に、男女の賃金格差は、シンガポール等では小さいが、日本では大きい。アジアにおける少子化は雇用や教育
と密接に関連している。

研究成果の概要（英文）：This research theoretically and empirically studied the characteristics of 
the low fertility which was an academic and policy issue, and its background factors for Japan, 
South Korea and Singapore. As results of it, the following three points were clarified. First, in 
these Asian countries, decreasing marriage was directly linked to declining birthrates because of 
little number of both cohabitation or children and children born out of wedlock. Among those 
backgrounds, there were employment situation, highly educated, compatibility between work and 
parenting.　Secondly, young adult's employment had deteriorated particularly in Japan and South 
Korea, due to globalization, service economy conversion and highly education, that was promoting 
unmarried. Third, wage disparities between men and women were small in Singapore, but large in 
Japan. Low fertility in Asia was closely related to employment and education.　
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 日本と主要なアジア新興国では少子化が
進行して、各国は欧州諸国も経験したことが
ない低出生率である。既存研究では、東アジ
アの少子化は「圧縮された近代」や強い家族
主義のもとで生じており欧州諸国の「第 2の
人口転換」とは異なる特徴がある。 
 
(2) これら諸国の少子化の背景に、「家族主義
的福祉レジーム」により女性就労がすすんで
いないことや、欧州諸国に比べて少子化対策
は現金給付・現物給付とも少ないことなどが
明らかになっている。しかしながら、既存研
究では、これら諸国における少子化、教育、
若年雇用の関連について、詳細な分析はなさ
れていない。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、日本・韓国・シンガポールを主
な研究対象国として、次の知見をえることを
目的とした。第一に、日本およびアジア新興
国における教育―若年雇用―少子化の関連
を解明すること。第二に、上記でえた新たな
知見と既存研究でえられている知見を総合
して、欧州―日本―アジア新興国の少子化の
共通性と異質性を理論的に整理すること。第
三に、日本およびアジア新興国における少子
化対策の現状を把握すること。前２点で明ら
かにする少子化の背景要因と各国における
少子化対策を対比させ、必要な対策案を考察
する。 
 
３． 研究の方法 
 
(1) 公的統計や既存文献のサーベイを行い、
これまで把握されている日本とアジア諸国
の少子化の特徴および背景要因に関する知
見を整理した。 
 
(2) 内閣府が実施した「少子化社会に関する
国際意識調査」（2010、2015）および「アジ
ア地域における少子化社会対策の比較調査
研究」（2008）のローデータの二次分析を行
った。 
 
(3) シンガポールにおいて、本研究独自のア
ンケート調査を実施した。この調査は、前述
の内閣府調査と比較可能な調査設計にして
おり、それらのデータと比較しながら、日
本・韓国・シンガポール等の少子化の特徴や
背景の分析を実施した。 
 
(4)研究組織全体として合計12回の全体研究
会を実施した。シンガポールを訪問して現地
研究者との意見・情報交換および SIM 
Universityにおける公開セミナー（2015年）、
韓国を訪問して現地研究者との意見・情報交
換および韓国青少年政策研究院における公

開セミナー（2016 年）、慶應義塾大学におけ
る公開セミナー（2017 年）を実施した。これ
らのセミナー等において、日本および諸外国
の最新の情報を収集するとともに、本研究で
えられた知見を発信した。 
 
(5) 最終年度に、本研究全体の成果をとりま
とめた報告書を作成した。 
 
４． 研究成果 
 
(1) アジアと欧州諸国の最近の出生率を比
べると、東・東南アジアの先進国・新興国の
出生率は、かつて少子化が問題視されてきた
欧州諸国よりも総じて低い（表 1）。韓国・香
港・台湾・シンガポールは超少子化である。
世界の中で、少子化はいまアジアにおいてこ
そ問題である。 
 
表 1 アジアと欧米諸国の合計特殊出生率 
国名 TFR 年 国名 TFR 年
日本 1.44 2016 アメリカ 1.86 2014
韓国 1.21 2014 カナダ 1.61 2011
香港 1.24 2014 イギリス 1.81 2014
中国 1.56 2014 フランス 1.98 2014
台湾 1.17 2014 ドイツ 1.47 2014
シンガポール 1.25 2014 スイス 1.52 2013
タイ 1.40 2013 イタリア 1.37 2014

スペイン 1.27 2013
ベルギー 1.75 2013
デンマーク 1.67 2013
オランダ 1.68 2013
ノルウェー 1.78 2013
スウェーデン 1.88 2014

資料：『少子化社会白書』、『人口統計資料集』（2016）、中国は世界銀行調べ。  
 
(2) 欧州では、少子化は 1960 年代後半から
はじまった「第 2の人口転換」と呼ばれる一
連の人口学的変化の一部として捉えられて
いる。既存研究の中には、アジア諸国におい
ても第2の人口転換が広がっていると主張す
るものもある。しかしながら、日本とアジア
における現在の人口学的変化は、第 2の人口
転換のものと異なるところが多分にある。ま
ず、アジアでは結婚制度が強く維持されてお
り、結婚の代替としての同棲は広まっていな
い。また、婚外子の割合も少ない。このため
に、アジアでは、欧州諸国と異なり、未婚化
の進行が少子化に直結している。 
 
(3) 結婚後、アジアの夫婦は性別役割分業の
傾向が強い。夫には稼得役割が求められ、妻
には、例え就業していたとしても、責任をも
って家事や子育てを行う役割が求められる。
こうした傾向は、儒教文化の影響でもある。
日本・韓国・シンガポールでは、夫はもっぱ
ら自営または正規雇用であり、非正規雇用や
無職は少ない。夫に比べると、妻は正規雇用
である割合が低く、無職、すなわち専業主婦
の割合が高い（表 2）。この 3ヶ国とも、女性
よりも男性の年収が高い金額で分布してい
る（図 1）。 
 
 
 



 
表 2 夫と妻の職業 

（単位：％）

夫 妻 夫 妻 夫 妻

自営 19.2 7.5 41.5 35.8 15.7 7.1

正規雇用 78.6 32.9 51.7 11.9 79.8 53.0

非正規雇用 1.5 36.9 5.1 13.9 2.1 8.8

無職 0.7 22.6 1.7 38.4 2.4 31.1

日本 韓国 シンガポール

 

資料：松田（2017） 
 
図 1 夫と妻の年収分布 
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資料：松田（2017） 
 
(4) アジアにおける未婚化の要因のひとつ
として、「若年層における雇用の悪化仮説」
―若年の非正規雇用者，低所得者，失業者は
結婚できる確率が低い―を作成して、これを
アジア 3カ国と欧州 3カ国のデータを用いて
検証した。その結果、いずれの国でも現職の
所得が低い男性、初職または現職が無職の男
性は総じて結婚しにくいが、この仮説はアジ
ア諸国，中でも日本と韓国の男性において強
く支持されることが見いだされた。女性では
この仮説の効果はほとんど確認されなかっ
た。この仮説が日本と韓国の男性において強
く支持された理由として、これらの国におい
て経済成長率が鈍化していること、正規雇用
者と非正規雇用の待遇差が大きいこと、性別
役割分業意識が強いことなどがある。 
 
(5) 日本とアジア諸国の男女の賃金格差を
分析した結果、日本では男女の賃金格差が大
きいことが見いだされた。その賃金格差は、
男女の人的資本蓄積の違いおよび家族状況
の違いによって説明されることが明らかに
なった。 
 
(6)シンガポールは急速に経済発展を遂げて
きたアジア諸国のひとつである。同国では、
民族の別を問わず複線型教育制度の導入な
どを通じて「人の質」を保証しつつ、結婚・
出産・子育てへの手厚い支援や外国人労働者
の受け入れなどの制度を中心に「人の量」も
過不足なく確保することは、国力を維持・発
展させる礎となってきた。しかしながら、こ
れらの政策を強力に推し進めたことによっ
て強固な「トーナメント競争マインドセッ
ト」が人々に形成され、これが少子化につな

がった可能性がある。 
 
(7) 日本と韓国では、希望子ども数と実際／
予定子ども数の間には乖離が見られた。その
差は韓国より日本で大きい：現在子どもの数
では日本と韓国の間で、分布の差はあるもの
の、大きな違いが見られないが、希望子ども
数においては、日本が韓国より多い。両国と
もに、希望子ども数は人口置換水準を超えて
おり、今後の少子化対策において、希望子ど
も数を増加のみではなく、希望する数まで子
どもを産めるような社会環境を作る必要性
が確認された。 
 
(8) 日本・韓国・シンガポールにおけるアン
ケート調査を分析すると、未婚の要因として、
日本は出会いや経済的理由、韓国・シンガポ
ールでは結婚年齢の若さや仕事・学業優先が
ある。出会いのきっかけ（既婚者）について
は、上位 3項目に注目すると、日本は「仕事・
職場の紹介」「友人」「学校」の順となってい
るが、韓国・シンガポールは「友人」「学校」
「仕事・職場の紹介」の順と傾向が異なる。 
 
(9) 既存研究の理論的検討および以上にあ
げた本分析における知見をふまえると、日本
とアジア諸国における少子化の背景として
次の 4点が注目された。第一は、若年雇用の
悪化である。第二は、仕事と子育ての両立の
問題である。第三は、高学歴化およびそれに
伴う家庭の教育費負担の増大である。第四に、
欧州諸国において第2の人口転換の強いドラ
イブとなった脱物質主義的な価値観とは異
なる家族・仕事・生活に関する価値観である。
これらの点は、今後の研究において検証する
必要がある。 
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